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業種横断対策（工業炉、産業用ＨＰ、モータ） 省エネの取組推進 

① 導入に対する課題 

 初期コスト増加の障壁（コスト増加分の投資回収見通しはせいぜい3年） 

 技術的課題（廃熱回収型は炉のサイズが小さい場合には導入ができず、小型化が求められている） 

 情報不足（中小企業の意識の低さ（エネルギー消費の把握 等）、顧客リレーションの優先順位が高い場合 等） 

 その他（大規模工事に伴う工事期間の長期化やリプレースの困難さ 等） 

 

② ユーザーからの要望 

 初期コストを低減するための支援 

 広報・普及促進（パンフレット作成、プロモーション支援、展示会、省エネ診断 等） 

 開発支援（R&D補助、実証実験の支援、産学連携、標準化 等）。 

 

③ 上記、何らかの支援があった場合に、導入する可能性について試算。 

 低炭素工業炉     ・・・省エネ量：244.3万ｋｌ→290.6万ｋｌ、導入率：42.2％→45.5％ 

 産業ＨＰ（加温・乾燥） ・・・省エネ量：32.4万ｋｌ→87.9万ｋｌ、導入率：3.5％→9.3％ 

 産業用モータ     ・・・省エネ量：153.0万ｋｌ→173.3万ｋｌ、導入率：43.4％→47.1％ 

支援有りケース 
自然体ケース 

導入支援があった場合の 
設備機器導入率推移｝（イメージ） 
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住宅・建築物の省エネ化 
住宅 建築物 

ケース 内容 

無対策 住宅の省エネルギー性能の向上に関し新規施策を講じない
ケース 

対策 

段階的省エネルギー基準適合義務化に加え、補助、税制等
のインセンティブによって、より高度な省エネルギー性能を有
する住宅の普及を推進、かつ補助、表示等の誘導施策により
改修が相当数発生すると仮定したケース 

◆ケース設定 
ケース 内容 

無対策 建築物の省エネルギー性能の向上に関し新規施策を講じな
いケース 

対策 

段階的省エネルギー基準適合義務化に加え、補助、税制等
のインセンティブによって、より高度な省エネルギー性能を有
する建築物の普及を推進、かつ補助、表示等の誘導施策に
より改修が相当数発生すると仮定したケース 

◆ケース設定 

◆前提条件（対策ケース） 
 以下の３点を考慮して2030年度におけるエネルギー消費量を推計。 
１．2020年目途新築住宅の段階的基準適合義務化 
  （日本再興戦略、エネルギー基本計画） 
２．より高度な省エネルギー性能を有する住宅の新築及びリフォームを 
  推進。 
３．一定の性能向上に資する省エネリフォームが2020年以降一定で推移 
  すると仮定。 

◆前提条件（対策ケース） 
 以下の３点を考慮して2030年度におけるエネルギー消費量を推計。 
１．2020年目途新築建築物の段階的基準適合義務化 
  （日本再興戦略、エネルギー基本計画） 
２．より高度な省エネルギー性能を有する建築物の新築及び改修を 
  推進。 
３．省エネ法の届出実績から、空調の改修床面積を推計。 

◆算出方法 
 2030年度における戸あたりのエネルギー消費量を対策・無対策ケース
について設定。2030年度における住宅ストック戸数から対策・無対策ケー
スのエネルギー消費量を算出し、両者の差から省エネ量（△356.7万kL）を
算出。 

◆算出方法 
 2030年度における床面積あたりのエネルギー消費量を対策・無対策ケー
スについて設定。2030年度におけるストック床面積から対策・無対策ケー
スのエネルギー消費量を算出し、両者の差から省エネ量（△373.5万kL）を
算出。 

◆精査のポイント 
 より高度な省エネルギー性能を有する新築住宅の普及見込み及び省エネ
リフォームによる省エネルギー効果について精査。 

◆精査のポイント 
 より高度な省エネルギー性能を有する新築建築物の普及見込み及び省
エネ改修による省エネルギー効果について精査。 



追加対策について 
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サイクルの繰り返し 

産業部門における徹底的なエネルギー管理の実施 
（FEMS等を用いたエネルギーマネジメントによる運用改善） 
工場における生産設備のエネルギー使用状況・稼動状況等を把握し、エネルギー使用の合理化および工場

内設備・機器のトータルライフサイクル管理の最適化を図るためにFEMS（Factory Energy Management 
System）の普及が必要 

生産設備等をセンサーなどで計測・診断・解析するなどIoT（Internet of Things）を活用することで、柔軟な生
産や設備の予知保全を行うことでエネルギー原単位の向上を図る。 

ＢＥＭＳの 
適用範囲 

FEMSの 
適用範囲 = 生産エネルギー 

の最適化 + 

FEMSの適用範囲 

BEMSの 
適用範囲 

FEMSの 
適用範囲 

ＰLAN 

方針と計画 

ＡCTION 
(Analysis) 
見直し・是正 

ＤO 

実施および運用 

ＣHECK 

監視・監査 

<EMS> 

<省ｴﾈ改善> 

導入後 改善 

<見直し> 

<計測･診断> 

FEMSの活動サイクル 

ＩｏＴ等の活用により
効率化を図る 

出典：日本電機工業会 
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（参考）FEMS（省エネの見える化システム）の事例 

出典：日本電機工業会 
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（参考）ＩｏＴによるつながる工場のイメージ（ＭＥＴＩ Ｊｏｕｒｎａｌ．4－5月号） 

経済産業省HP：http://www.meti.go.jp/publication/data/2015_04.html 8 
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BEMSの活用、省エネ診断等による業務部門における徹底的なエネルギー管理の実施 

対策後 

意識改革効果 

最適水準ベンチマーク 

平均ベンチマーク 
設備改修効果 

対策前 効率化 見える化 最適化 

BEMS※1 

省エネ改修 

 見える化による意識改革、設備更新による効率化、さらに設備運用改善が省エネルギーの構
成要素。ＢＥＭＳはこれらに必須なシステム。 

 ＢＥＭＳの効用を最大限発揮させるため、エネルギーマネジメント支援サービスの活用を促進す
ることが、ＢＥＭＳの普及と併せて重要。 

※1 BEMS：Building Energy Management System 

※2 ESCO：Energy Service Company 

※3 EMSv：Energy Management Service 

ダウンサイジング 

チューニング 

運用改善 

ダウンサイジング： 
熱源等の最適な容量を計算し、設備を小型化する。一般的な 
設備改修の場合、熱源容量が過剰であってもダウンサイジング 
によるリスクを避け、同容量で設計するケースが多い。 

ESCO※2 

EMSv※3 

BEMSの効用 
実運転データの活用 

出所）第2回長期エネルギー需給見通し小委員会 

資料４アズビル株式会社発表資料より 
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HEMS・スマートメーターを利用した家庭部門における徹底的なエネルギー管理の実施 
 電力小売自由化を一つのきっかけとして、一歩進んだ「家庭部門の省エネ」が実現。 

① スマートメーターの導入 

③ 民間主導のサービス拡大 
Ａｐｐｌｅ 

② スマート家電の普及 

エアコン 蓄電池 照明 太陽光 エネファーム 

ＥＶ 
充電器 石油ガス給器 

スマートメーターの本格導入開始、 
2024年までに全世帯（5,000万世帯）へ設置 

（例：東電：2014年度下期（190万台）） 

ＨＥＭＳ情報基盤を
構築し、新たなサー
ビスビジネスを創出
するためのデータ
フォーマット統一、
プライバシー対応な
ど環境整備等を実施 

グローバルプラット
フォーマも、電力見
える化、家電制御に
参入の動き 

家庭内のあらゆる機器の制御コマンドを定義（90種類以上） 
特にエネルギーマネジメント効果の大きい重点8機器から市場投入が開始 

エネルギーに限らな
いサービスに拡大 

現在 2030年 

電力小売全面自由化 

新たな電力小売事業者参入の動き 

携帯電話とクリーン
電力のセット販売を
検討 
アイピーパ
ワーシステム
ズ（PPS）買収 

http://www.google.co.jp/url?url=http://www.softbank.jp/mobile/price_plan/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=eKcHVYGWK-L6mQWesYHYBQ&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNHtz5S0XZafXjfH2o502bNq59tEpw
http://www.google.co.jp/url?url=http://ggsoku.com/2013/04/jcom-electoricity/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=YMoHVfjhCqTXmAXL2YHYCg&ved=0CBgQ9QEwAQ&usg=AFQjCNH96ZLt-3buaxQUhwMsa7tHZ8gOxA
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その他運輸部門対策（自動走行の推進） 
 隊列走行技術等の自動走行技術を活用し、運輸部門の省エネを図る。 

 エネルギーITS推進事業では、テストコースにおいて、時速80ｋｍ・車間距離4ｍの隊列走行を実現。
1台あたり平均15％程度の省エネ効果と推計。 

 社会実装に向けては、事業モデルの明確化や研究開発、安全性の検証等が必要。 
エネルギーＩＴＳ推進事業（平成20～24年度、総額44.5億円） 

隊列走行に必要な技術のイメージ 

社会実装に向けた課題の例 

事業モデル・ 
社会受容性 

検証 

＜論点の例＞ 
 複数の物流事業者が隊列を組

む場合の事業性、ルール。 
 他車への影響  等 

＜開発等が必要な技術の例＞ 
 先行車の動きを通信で把握する

際のセキュリティ技術 
 異常発生時にも重大事故を避

けるための機能安全技術 
 悪天候時等でも先行車等を正

確に認識する技術 
 ヒューマン・マシン・インター

フェース  等 

仮に、高速道路において、40%の大型車が3台1組の隊列走行を行った場合、 
 ＝約５２万ｋLの省エネ量が期待される。 

研究開発・ 
安全性検証 

周辺環境認識技術や… …セキュリティ技術等が不可欠 
負担の大きい先行車への配慮や他車への影響の分析等が必要 

http://business-icon.com/03-sales/043-sales.html
http://business-icon.com/06-management/110-management.html
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施設園芸・農業・漁業の省エネ対策 

施設園芸 

○ 省エネ設備・機械の導入支援により地球温暖化防止にも資する省エネ型農業への転換を促進。 
○ 省エネ設備・機器等の導入促進による省エネ型漁船への転換を促進。 

省エネルギー型漁船へ
の転換 

漁船の省エネルギー対策 

【省エネ型船外機、LED集魚灯等の導入】 

 地球温暖化防止にも資する省エネ型施設園芸への転換 

 省エネ効果の高い新たな技術の導入･普及を推進 

ヒートポンプ 
木質バイオマス利用加温
設備 

【施設園芸における省エネ設備の導入支援】 

農業機械 

農業機械の省エネ利用の推進 

【GPSガイダンス等の普及】 

温室効果ガス排出削減に資する農業機
械の普及 

燃料や肥料等の削減に資するGPSガイ
ダンス等の普及 

出典）中央環境審議会地球環境部会2020年以降の地球温暖化対策検討小委員会 
    産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会約束草案検討ワーキンググループ合同会合（第6回） 
    資料５農林水産省発表資料より抜粋 



13 13 

エネルギーの面的利用の拡大 

検討フロー 

① 都市再開発型 

② 既成市街地型 

熱の面的利用 
（ポテンシャルの考え方） 

 熱需要が大きい主要都市における、都市再開発計画（都市計画法、都市再開発法
等に基づくもの）のうち、熱の面的利用に適した街区一体を大規模に開発するケー
スを抽出しポテンシャルを推計。 

 各地機の都市計画基礎調査の関係データから、熱負荷密度を推計。 
 一定の熱負荷密度を超えた場合には、熱の面的利用が可能であるとしてポテン

シャルを推計。 

このうち一部が実際に面的利用 
されるとして省エネ量を推計 

 エネルギーの面的利用（複数建物で熱を融通する等により、より効率的にエネルギーを活用しようとする取

組）により一定の省エネ効果が期待できる。 

 今般の試算では、都市再開発等におけるエネルギーの面的利用の省エネ効果について推計を実施。 

 具体的には、全国で今後想定される都市再開発の動向や、既成市街地における熱需要の現状を把握した

上で、熱需要が十分に大きく、熱の面的利用に適した地域をポテンシャルとして算出し、一部に熱の面的利用

が導入されるとしてその省エネ効果を推計。 

 これにより、2030年時点の省エネ量を7.8万kLと推計。 



○センサー情報やネットワークを活用して情報収集を行い、そのデータの解析と課題解決手法を開発することで 
 ・競争力のある最先端の工場の実現 
 ・ビル・家庭に対し最適環境を提供するサービスを行うビジネスの活性化 
 ・社会システムとしてよりスムーズな交通流の実現 を目指す。 

２０３０年に向けた追加的な主な対策の全体像 
ポイント１：ＩｏＴ等を活用した新たなエネルギーマネジメントの実現 

工
場 

ビ
ル
・
家
庭 

現場における情報収集 新しい省エネ・ソリューションの実現 

◆スマートな工場の実現 
○製造状況に応じた最適なエネルギー管理を実現し、 

エネルギー消費効率を最大化。 
  （同時に、より高付加価値な製品の製造も実現。） 

◆センサー・カメラを用いた情報収取 
  （FEMSの導入） 

・エネルギー使用状況（設備の温度、電力
量 等） 

・製品の製造ラインの状況把握 
 

◆スマートなビル・住宅の実現 
・使用者や電力供給の状況に応じた最適なエネルギー

管理サービスを提供し、エネルギー消費効率を最大
化 

 （同時に、より快適な活動環境を提供） 

◆センサー・カメラを用いた情報収取 
  （BEMS・HEMS・スマートメータの導入） 

・エネルギー使用状況（電力量 等） 
・活動環境の状況（室温、湿度 等） 
・消費者の行動把握 

競争力のある先端的な工場を国内に実現 

電力システム改革をきっかけとして、 
新たなサービス提供ビジネスを活性化 

 ポイント２：建築物・住宅に対する省エネの強化 

○新築建築物・住宅について、2020年までに段階的に省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準への適合を義務化する措置を 
講ずるほか、既築も含めた建築物への断熱性能等の高い建材等の導入を促進する。 

 
 
○建築物については、２０３０年までに新築建築物の平均でＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）を 

実現することを目指す。また、住宅については、２０３０年までに新築住宅の平均で 
ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の実現を目指す。 

断熱窓サッシ・ガラス 

高効率 
空調設備 

ＬＥＤ照明 

省エネ規制初の適合義務の実現 （本常会にて大規模建築物の適合義務化法案を提出済） 

【省エネ量 ６７万kL】 

【省エネ量 ７３０万kL】 

情報の
蓄積 

 
データ
解析 

エネマネ・
サービス
提供ビジ
ネスの拡
大 

製造ライン
のデジタル
化の推進 

【省エネ量 ４１４万kL】 

自
動
車 

◆スマートな自動車・交通流の実現 
・交通状況に応じた最適運転を実現し、燃費を最大化 
 （同時に、より安全でスムーズな走行環境を提供） 
・ 不要な加減速の低減等に資する自動走行技術を活用 

◆センサー・カメラを用いた情報収取 
・エネルギー使用状況（実際の燃費） 
・走行環境の把握（渋滞状況、他車の行動 等） 

自動走行技術等の先端技術を国内にて活用 

自動走行
社会実装プ
ロジェクト
の実施 

【省エネ量 ５２万kL】 
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http://pixabay.com/ja/%E8%BB%8A-%E9%BB%84%E8%89%B2-%E3%82%B9%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%84-%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A-%E8%BB%A2%E6%8F%9B-%E4%BA%A4%E9%80%9A-%E8%BB%8A%E4%B8%A1-42574/
http://pixabay.com/ja/%E3%82%BF%E3%83%AF%E3%83%BC-%E3%83%9E%E3%82%A4%E3%82%AF%E3%83%AD%E6%B3%A2-%E3%83%AF%E3%82%A4%E3%83%A4%E3%83%AC%E3%82%B9-%E4%BF%A1%E5%8F%B7-%E6%B3%A2-%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9C%E3%83%AB-%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%83%86%E3%83%8A-34981/
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